印紙不要


守秘義務契約書（サンプル）


〇〇〇（以下「甲」という）と株式会社西日本流体技研（以下「乙」という）とは、甲が乙に△△△に関する技術検討（以下「本検討」という）を依頼し、必要な情報を開示するに当たり、以下の通り契約（以下「本契約」という）を締結する。

[bookmark: _Toc107210201]第１条（定義）

１．本契約において「秘密情報」とは、甲又は乙（以下「受領当事者」という）が本契約の他の当事者（以下「開示当事者」という）から開示された仕様書、図面、サンプル等の技術情報、その他技術上・営業上の情報のうち、以下の何れかに該当するものをいう。
（１）文書又は有形の媒体（電磁的媒体を含む）により開示当事者から開示されたものであって、当該文書又は媒体に秘密である旨の表示があるもの
（２）開示当事者から、口頭、その他の無形の方式により開示された情報であって、その開示の時点で開示当事者から当該情報が秘密である旨を通知され、かつ当該開示の日から３０日以内に開示内容の要約について秘密である旨を明記した書面により通知を受けたもの

２．前項の定めに拘わらず、次に掲げるものは秘密情報から除外する。
（１）開示当事者から開示された時点で公知のもの
（２）開示当事者から開示された後に受領当事者の責めに帰せざる事由により公知となったもの
（３）開示当事者から開示された時点で、受領当事者が既に保有していたことが証明できるもの
（４）正当な権限を有する第三者から、秘密保持の義務を伴わず受領当事者が入手したことが証明できるもの
（５）開示当事者から開示された情報に接することなく、受領当事者が独自に開発したことが証明できるもの

[bookmark: _Toc107210202]第２条（秘密保持・目的外使用禁止）

１．受領当事者は、秘密情報を厳に秘密として保持するものとし、開示当事者の書面による事前の承諾なしに、第三者に開示、漏洩してはならない。

２．受領当事者は、秘密情報を本検討の目的のみに使用するものとし、開示当事者の書面による事前の承諾なしに、他の目的に使用してはならない。




[bookmark: _Toc107210203]第３条（情報開示の制限）

受領当事者は、開示当事者から開示を受けた秘密情報を本検討に従事する自己の従業員及び役員に本検討の遂行に必要な限度で開示することができる。但し、受領当事者は、当該従業員及び役員に、本契約に規定すると同等の秘密保持義務及び目的外使用禁止義務を課し、遵守させるものとする。

[bookmark: _Toc107210204]第４条（産業財産権）

受領当事者は、開示当事者から開示された秘密情報に基づいた発明、考案、又は意匠の創作（以下「発明等」という）を為した場合は、遅滞なく当該開示当事者へ通知し、当該発明等の帰属、並びに当該発明等に係る産業財産権を受ける権利の帰属及び出願について、その都度当該開示当事者と協議の上決定するものとする。
[bookmark: _Toc107210205]
第５条（資料等の管理）

受領当事者は、開示当事者から秘密情報として提供された図面、仕様書、その他一切の資料等をその複製物も含めて、自己の責任において散逸、漏洩なきよう管理するとともに、本契約終了時に、又は本契約期間中においても開示当事者から要求があり次第、速やかに当該開示当事者へ返却、又は当該開示当事者の指示に従い破棄するものとする。

[bookmark: _Toc107210207]第６条（損害賠償）

開示当事者は、受領当事者が本契約に違反した場合、その違反により受けた損害について当該違反を行った受領当事者に対して損害賠償を請求することができる。

[bookmark: _Toc107210208]第７条（契約期間）

本契約は、２０△△年△月△日より1年間有効とする。上記に拘わらず、第２条（秘密保持・目的外使用禁止）、第３条（情報開示の制限）及び第４条（産業財産権）の規定については、本契約の終了後も３０年間、その効力を有するものとする。また、第５条（資料等の管理）及び第６条（損害賠償）の規定については、本契約終了後においても、その効力を有するものとする。

第８条（契約の変更）

本契約の条項について、修正、変更を行う場合には甲及び乙が書面により合意しなければならない。

[bookmark: _Toc107210209]第９条（協議）

本契約に定めのない事項又は本契約の条項の解釈に生じた疑義について、甲及び乙は誠意をもって協議し、その解決を図るものとする。


本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、記名押印のうえ、各自１通を保有する。


年　　　月　　　日

甲　
　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

乙　長崎県佐世保市小佐々町黒石３３９番地３０
株式会社　西日本流体技研
代表取締役社長　　　　石井　正剛　　　印
